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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

中間連結会計期間
第16期

中間連結会計期間
第15期

会計期間
自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年12月31日

売上高 （百万円） 26,787 28,631 55,952

経常利益 （百万円） 548 714 1,227

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 396 506 865

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 396 506 865

純資産額 （百万円） 5,561 6,129 6,071

総資産額 （百万円） 16,575 15,830 18,381

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 41.21 52.22 89.73

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） 40.36 50.23 88.08

自己資本比率 （％） 33.6 38.7 33.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,406 △1,072 2,471

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △383 △447 △665

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △231 △460 △217

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 4,961 3,772 5,759

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

　　　　　りません。

　　　２．当社は「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、純資産額には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産

　　　　　として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を「自己株式」として計上しておりま

　　　　　す。なお、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上、当該株式を期中平均株式数の計算において控除する

　　　　　自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態および経営成績等の状況

当社グループ（当社および連結子会社）の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」

という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①　経営成績の状況

 

当中間連結会計期間(2025年１月１日～2025年６月30日)における我が国経済は、米国トランプ政権の関税政策に

よる不透明感や、一部輸出品目への実際の課税開始により、様々な産業の投資行動や個人の消費行動に影響が及ん

でおり、先行きに対する不透明感がこれまでになく高まりました。但し、訪日外客数の増加は継続しており、宿

泊、飲食、娯楽サービスなどのインバウンド関連施設の集客は好調で、サービス業や日用品を扱う商業施設は堅調

でした。

 

このような状況の下、当社グループのセグメントのひとつであるMRO（Maintenance, Repair & Operations)事業

に関する工具、消耗品、安全用品、修繕部品、文房具などの間接材の市場では、米国関税政策の重要なターゲット

となってきた自動車産業向けを含め、大企業向け全体では前年度からの好調が継続し、売上、粗利（売上総利益）

とも大きく増加しました。中小事業所向けは、前年度を通じて売上の前年同期比割れが継続していましたが、当中

間連結会計期間には売上が前年同期比増となりました。もうひとつのセグメントであるFM（Facility Management)

事業に関する商業施設向けサービス市場では、既存店舗や施設の集客が想定以上に好調であるためか、改装計画実

施の後ろ倒しが継続しており、改装案件向け売上の前年同期比減が続いています。販売費および一般管理費（販管

費）については、IT投資・経費の増や、MROの売上増に伴う物流関係費の増加があったことに加え、好調な業況を

受けて業績賞与支払に向けた賞与引当金を積み増したことなどから、大きく増加しました。

 

以上の結果、当社グループの当中間連結会計期間における売上高は28,631百万円（前年同期比6.9％増）、営業

利益は717百万円（前年同期比27.4％増）、経常利益は714百万円（前年同期比30.3％増）、親会社株主に帰属する

中間純利益は506百万円（前年同期比27.6％増）となりました。

 

各セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

＜MRO事業＞

 

間接材購買のためのシステム提供と物品販売を行うMRO（Maintenance, Repair & Operations)事業において、主

要顧客である大企業向けでは、当社が「無限カタログ」と命名した電子カタログシステムにおいて、昨年末に新規

に導入したMRO購入選択品の自動置き換え推奨機能の活用が進み、同機能の効果による顧客の購入単価減による売

上伸長率の若干の下押しが見られたものの、顧客の購買行動の売れ筋商品への集中による当社粗利率の改善によ

り、粗利額が大きく拡大しました。一方、親会社を経由する卸販売事業である中小事業所向けの販売は、個人消費

の動向に敏感な販売・サービス業のお客様の比率が高いこと等から、前年度を通じて売上の前年同期比割れが継続

していましたが、当第２四半期（4-6月）には売上が大きく回復し、第２四半期累計期間（1-6月）全体でも前年同

期比増となるまで回復してきました。また、費用（販管費）面では、積極的なITシステム投資に伴う償却費と、IT

システム運用のためのクラウド費用等の外部委託費用が増加しており、両者をあわせたITシステム関連の総費用が

増加するとともに、従業員の処遇改善のための人件費も増加しました。これらの結果、MRO事業の売上高は22,776

百万円（前年同期比12.2％増）、セグメント利益は574百万円（前年同期比68.5％増）となりました。
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＜FM事業＞

 

商業施設向けにサービスの提供を行うFM（Facility Management)事業においては、インバウンド需要により顧客

の集客と業績は好調であるものの、好調な需要を背景に、店舗や施設の営業を止める必要がある改装工事を控えた

り、工事の規模を縮小したりする傾向があり、前四半期に続き、売上の前年比割れが続きました。また、昨年６月

に実施した建設業法対応事業の子会社への分社（100％子会社化）により、建設業専業となった子会社の体制整備

を含め、FMセグメントの連結販管費負担が前年同期に比べて増加しました。これらの結果、FM事業の売上高は

5,847百万円（前年同期比9.4％減）、セグメント利益は110百万円（前年同期比40.3％減）となりました。

 

＜その他＞

 

その他事業は、当社の子会社であるATC株式会社のソフトウエア事業が中心であり、当社向けのITシステムの開

発および運用支援を中心とする内販事業と、同社が高度なノウハウを持つMDM(Master Data Management)関連の外

販事業がその主な内容ですが、当社向けの開発支援に注力するために外販を抑制した結果、外販分のみを「その他

事業」に計上する売上高は7百万円（前年同期比71.8％減）、内外販双方の利益等を含むセグメント利益は32百万

円（前年同期比12.9％減）となりました。

 

②　財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は13,310百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,615百万円減少しま

した。現金及び預金が1,980百万円、売掛金及び契約資産が876百万円減少し、棚卸資産が182百万円増加したこと

が主な要因です。固定資産は2,519百万円となり、前連結会計年度末に比べ64百万円増加しました。無形固定資産

が106百万円増加し、投資その他の資産が30百万円、有形固定資産が11百万円減少したことが要因です。これらの

結果、総資産は、15,830百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,550百万円減少しました。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は9,658百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,616百万円減少しまし

た。買掛金が2,521百万円、賞与引当金が60百万円、未払消費税等が38百万円減少したことが主な要因です。固定負

債は42百万円となり、前連結会計年度末に比べ7百万円増加しました。

これらの結果、負債合計は、9,701百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,608百万円減少しました。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は6,129百万円となり、前連結会計年度末に比べ57百万円増加しました。

親会社株主に帰属する中間純利益506百万円の計上による増加、剰余金の配当261百万円、自己株式増加225百万円に

よる減少が主な要因です。これらの結果、自己資本比率は38.7％（前連結会計年度末は33.0％）となりました。

 

(２)　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は3,772百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,986百万円

減少しました。なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,072百万円の支出超過（前中間連結会計期間は1,406百万円の収入超

過）となりました。その主な要因は、仕入債務の減少額2,521百万円、法人税等の支払額204百万円、棚卸資産の増

加182百万円、賞与引当金の減少額60百万円、未払消費税等の減少額38百万円の支出要因があった一方、売上債権

の減少額763百万円、税金等調整前中間純利益714百万円、減価償却費351百万円の収入要因があったこと等による

ものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、447百万円の支出超過（前中間連結会計期間は383百万円の支出超過）と

なりました。その主な要因は、当社グループの内製ソフトウエア開発に伴う無形固定資産の計上による支出444百

万円があったこと等によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、460百万円の支出超過（前中間連結会計期間は231百万円の支出超過）と

なりました。その主な要因は、配当金の支払額261百万円、株式給付信託開始のための自己株式取得による支出225

百万円の支出要因があったこと等によるものであります。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当中間連結会計期間において、当社グループのソフトウエア開発活動の状況について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,736,500 9,736,500
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

単元株式数は100株

であります。

計 9,736,500 9,736,500 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2025年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含みません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年１月１日～

2025年６月30日
44,000 9,736,500 19,284 599,773 19,284 576,680

（注）新株予約権行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

アスクル株式会社 東京都江東区豊洲３丁目２番３号 6,051,000 62.15

アズワン株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀２丁目１番27号 718,500 7.38

NORTHERN TRUST Co．（AVFC） Re

NON TREATY CLIENTS ACCOUNT

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT， UK
296,400 3.04

豊島不動産株式会社 東京都豊島区北大塚２丁目11－１ 250,200 2.57

中川特殊鋼MROパートナーズ投資事

業組合
東京都中央区築地３丁目５－４ 137,500 1.41

多田　雅之 東京都練馬区 124,200 1.28

田邉　孝夫 東京都杉並区 91,000 0.93

INTERACTIVE BROKERS LLC

(常任代理人　インタラクティブ・

ブローカーズ証券株式会社)

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH，

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５

号）

89,100 0.92

株式会社カストディ銀行（信託E

口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 87,400 0.90

菊池　雅巳 東京都西東京市 76,400 0.78

計 － 7,921,700 81.36

（注）１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しており

ます。

２．株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）は、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度に係る信託財産の委託先

であります。また、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有している当社株式は、連結財務諸表にお

いて自己株式として表示しております。

 

（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,733,100 97,331
単元株式数は100株であ

ります。

単元未満株式 普通株式 3,400 － －

発行済株式総数  9,736,500 － －

総株主の議決権  － 97,331 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、株式会社

日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式87,400株（議決権874個）が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式90株を含んでおります。
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②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,759,082 3,778,609

売掛金 9,075,345 7,947,285

契約資産 173,635 425,597

電子記録債権 214,197 327,193

商品 391,809 567,125

貯蔵品 623 684

未成工事支出金 44,000 51,265

その他 268,120 213,651

貸倒引当金 △912 △789

流動資産合計 15,925,901 13,310,623

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 85,595 85,815

減価償却累計額 △54,736 △54,141

建物及び構築物（純額） 30,859 31,673

工具、器具及び備品 272,802 272,802

減価償却累計額 △221,349 △233,313

工具、器具及び備品（純額） 51,452 39,488

有形固定資産合計 82,312 71,162

無形固定資産   

ソフトウエア 1,506,843 1,686,627

ソフトウエア仮勘定 605,642 532,099

無形固定資産合計 2,112,486 2,218,727

投資その他の資産   

関係会社株式 4,386 4,386

差入保証金 115,063 106,968

繰延税金資産 139,044 117,714

その他 1,946 991

投資その他の資産合計 260,440 230,060

固定資産合計 2,455,239 2,519,951

資産合計 18,381,140 15,830,574
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 11,401,280 8,879,671

１年内返済予定の長期借入金 19,992 11,702

未払金 291,929 295,231

未払法人税等 203,805 208,845

未払消費税等 79,388 40,593

契約負債 19,651 48,585

賞与引当金 177,778 117,280

その他 80,966 56,710

流動負債合計 12,274,792 9,658,619

固定負債   

長期借入金 3,372 -

資産除去債務 30,701 27,614

役員株式給付引当金 - 14,393

その他 657 657

固定負債合計 34,730 42,664

負債合計 12,309,522 9,701,284

純資産の部   

株主資本   

資本金 580,489 599,773

資本剰余金 783,211 802,495

利益剰余金 4,707,983 4,952,792

自己株式 △65 △225,772

株主資本合計 6,071,618 6,129,289

純資産合計 6,071,618 6,129,289

負債純資産合計 18,381,140 15,830,574
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

売上高 26,787,959 28,631,818

売上原価 24,128,944 25,565,950

売上総利益 2,659,015 3,065,868

販売費及び一般管理費 ※ 2,095,693 ※ 2,348,218

営業利益 563,322 717,649

営業外収益   

受取利息 13 2,021

受取保険金 4,132 -

その他 1,916 1,170

営業外収益合計 6,063 3,192

営業外費用   

支払利息 79 22

為替差損 20,084 3,869

固定資産除却損 - 1,581

その他 674 417

営業外費用合計 20,839 5,891

経常利益 548,546 714,950

税金等調整前中間純利益 548,546 714,950

法人税、住民税及び事業税 110,248 187,115

法人税等調整額 41,352 21,330

法人税等合計 151,601 208,445

中間純利益 396,945 506,505

親会社株主に帰属する中間純利益 396,945 506,505
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

中間純利益 396,945 506,505

中間包括利益 396,945 506,505

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 396,945 506,505
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 548,546 714,950

減価償却費 307,777 351,878

貸倒引当金の増減額（△は減少） 455 △123

賞与引当金の増減額（△は減少） △96,225 △60,497

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） - 14,393

受取利息及び受取配当金 △13 △2,021

支払利息 79 22

為替差損益（△は益） △523 6,265

固定資産除却損 - 1,581

売上債権の増減額（△は増加） 1,638,300 763,101

棚卸資産の増減額（△は増加） △283,206 △182,641

仕入債務の増減額（△は減少） △382,627 △2,521,609

未払金の増減額（△は減少） 4,525 5,295

未払消費税等の増減額（△は減少） △167,443 △38,794

その他 40,901 77,319

小計 1,610,546 △870,878

利息及び配当金の受取額 13 2,021

利息の支払額 △81 △27

法人税等の支払額 △204,140 △204,440

法人税等の還付額 - 388

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,406,338 △1,072,935

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,801 △7,136

無形固定資産の取得による支出 △379,537 △444,828

差入保証金増加による支出 - △298

差入保証金の回収による収入 181 8,392

その他 - △3,450

投資活動によるキャッシュ・フロー △383,158 △447,320

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △26,664 △11,662

株式の発行による収入 6,588 38,569

自己株式の取得による支出 - △225,706

配当金の支払額 △211,313 △261,640

財務活動によるキャッシュ・フロー △231,389 △460,440

現金及び現金同等物に係る換算差額 523 △6,265

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 792,314 △1,986,962

現金及び現金同等物の期首残高 4,169,591 5,759,082

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,961,905 ※ 3,772,120
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡

及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年中間連

結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（追加情報）

（株式給付信託（ＢＢＴ））

　当社は、2025年３月26日開催の第15回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（監査役を除く）及び執行役

員（雇用型執行役員を除く）に対して株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。

 

１.取引の概要

　当社が拠出する金銭を原資として、本制度に基づき設定される信託（以下、「本信託」という。）を通じて当

社株式を取得します。取得した当社株式は、当社が定める「役員株式給付規程」に従い、受益者要件を満たした

者に本信託を通じて退任時に給付します。

 

２.信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。

　当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当中間連結会計期間末225,652千円、87,400株であります。

 

（表示方法の変更）

　FMセグメントの一部費用については、従来、売上原価として計上しておりましたが、当連結会計年度の期首よ

り販売費及び一般管理費に含めることとしております。この変更は、建設部門の分社化を機に、事業の性質を検

討し費用管理区分を見直し、事業の実態をより適切に反映するために実施したものです。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、売上原価に計上していた237,110千円を販売

費及び一般管理費に組み替えて表示しております。この組替により、売上原価は同額減少、売上総利益、販売費

及び一般管理費は同額増加しております。なお、営業利益に影響はありません。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日

　　至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日

　　至　2025年６月30日）

人件費 791,907千円 809,896千円

賞与引当金繰入額 56,028 109,597

退職給付費用 20,230 19,862

役員株式給付引当金繰入額 - 14,393

運賃及び荷造費 245,004 295,215

減価償却費 298,590 348,690

業務委託費 255,063 276,828

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、下記のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

現金及び預金勘定 4,961,905千円 3,778,609千円

預入期間が３か月を超える定期預金 - -

株式給付信託等別段預金 - △6,488千円

現金及び現金同等物 4,961,905千円 3,772,120千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月26日

定時株主総会
普通株式 211,737 22 2023年12月31日 2024年３月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月26日

定時株主総会
普通株式 261,696 27 2024年12月31日 2025年３月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日 至　2024年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額
中間連結
損益計算書
計上額 MRO事業 FM事業 計

売上高        

一時点で移転される

財又はサービス
20,143,906 5,585,974 25,729,880 1,154 25,731,034 - 25,731,034

一定の期間にわたり

移転される財又は

サービス

164,017 866,156 1,030,174 26,750 1,056,924 - 1,056,924

顧客との契約から生じ

る収益
20,307,923 6,452,131 26,760,055 27,904 26,787,959 - 26,787,959

外部顧客への売上高 20,307,923 6,452,131 26,760,055 27,904 26,787,959 - 26,787,959

セグメント間の内部売

上高又は振替高
- - - 120,417 120,417 △120,417 -

計 20,307,923 6,452,131 26,760,055 148,322 26,908,377 △120,417 26,787,959

セグメント利益 341,222 184,923 526,146 37,176 563,322 - 563,322

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエア関連業を含んでおります。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日 至　2025年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額
中間連結
損益計算書
計上額 MRO事業 FM事業 計

売上高        

一時点で移転される

財又はサービス
22,611,159 4,878,779 27,489,938 6,017 27,495,955 - 27,495,955

一定の期間にわたり

移転される財又は

サービス

165,141 968,870 1,134,012 1,851 1,135,863 - 1,135,863

顧客との契約から生じ

る収益
22,776,301 5,847,649 28,623,950 7,868 28,631,818 - 28,631,818

外部顧客への売上高 22,776,301 5,847,649 28,623,950 7,868 28,631,818 - 28,631,818

セグメント間の内部売

上高又は振替高
- - - 129,494 129,494 △129,494 -

計 22,776,301 5,847,649 28,623,950 137,363 28,761,313 △129,494 28,631,818

セグメント利益 574,924 110,350 685,274 32,375 717,649 - 717,649

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエア関連業を含んでおります。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

(1) １株当たり中間純利益 41円21銭 52円22銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 396,945 506,505

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
396,945 506,505

普通株式の期中平均株式数（株） 9,631,924 9,699,301

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 40円36銭 50円23銭

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） - -

普通株式増加数（株） 202,731 384,963

（うち、新株予約権） (202,731) (384,963)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会

計年度末から重要な変動があったものの概要

 

－

 

－

（注）１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数

については、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

が保有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております（前中間連結会計期間 －株、当中間連結会

計期間12,039株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年８月８日

株式会社アルファパーチェス

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 尾川　克明

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石倉　毅典

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アル

ファパーチェスの2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025

年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社アルファパーチェス及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
  

（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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